
       

障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）（抄） 

 

 

 

（障害者基本計画等） 

    第十一条 政府は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総

合的かつ計画的な推進を図るため、障害者のための施策に関する基本的

な計画（以下「障害者基本計画」という。）を策定しなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、関係行政機関の長に協議するとともに、障害者政策 

委員会の意見を聴いて、障害者基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め

なければならない。 

 

（障害者政策委員会） 

    第三十二条 内閣府に、障害者政策委員会（以下「政策委員会」という。）

を置く。 

    ２ 政策委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

     一 障害者基本計画に関し、第十一条第第四項（同条第九項において準

用する場合を含む。）に規定する事項を処理すること。 

     二 前号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるとき

は、内閣総理大臣又は関係各大臣に対し、意見を述べること。 

     三 障害者基本計画の実施状況を監視し、必要があると認めるときは、

内閣総理大臣又は内閣総理大臣を通じて関係各大臣に勧告すること。 

    ３ 内閣総理大臣又は関係各大臣は、前項第三号の規定による勧告に基づ

き講じた施策について政策委員会に報告しなければならない。 

     

第三十三条 政策委員会は、委員三十人以内で組織する。 

    ２ 政策委員会の委員は、障害者、障害者の自立及び社会参加に関する事

業に従事する者並びに学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が任

命する。この場合において、委員の構成については、政策委員会が様々

な障害者の意見を聴き障害者の実情を踏まえた協議を行うことができる

こととなるよう、配慮されなければならない。 

    ３ 政策委員会の委員は、非常勤とする。 

 

    第三十四条 政策委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認

めるときは、関係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明

その他必要な協力を求めることができる。 

    ２ 政策委員会は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認める

ときは、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼する

ことができる。 

 

    第三十五条 前二条に定めるもののほか、政策委員会の組織及び運営に関

し必要な事項は、政令で定める。 
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
3-(3)-1 大学等が提供する様々な機会において，障害のあ

る学生が障害のない学生と平等に参加できるよ
う，授業等における情報保障やコミュニケーショ
ン上の配慮，教科書・教材に関する配慮等を促進
するとともに，施設のバリアフリー化を推進す
る。

文部科学省 ○学校施設については、障害のある人の円滑な利用に配慮するため、スロープ、エレ
ベーター、手すり、障害者用トイレ等の整備を推進。

○平成２５年５月1日現在、情報保障を含む授業に関する支援を実施している大学等
の数は621校（全体1,190校）で、平成２４年５月１日現在の601校から増加。
（参考）平成２６年５月１日現在　639校

○「障がいのある学生の修学支援に関する検討会」の「第一次まとめ」（平成２４年
１２月）で整理した、情報保障やコミュニケーション上の配慮等に係る合理的配慮の
考え方について、独立行政法人日本学生支援機構や、各大学等が主催するセミナー、
会議等を通じて周知・啓発を行うとともに、各大学の取組を促している。

3-(3)-2 大学入試センター試験において実施されている障
害のある受験者の配慮については，障害者一人一
人のニーズに応じて，より柔軟な対応に努めると
ともに，高等学校及び大学関係者に対し，配慮の
取組について，一層の周知を図る。

文部科学省 ○大学入試センター試験において、点字・拡大文字による出題、筆跡を触って確認で
きるレーズライターによる解答、チェック解答、試験時間の延長、代筆解答の受験上
の配慮を実施。また、平成25年度大学入試センター試験（平成25年１月実施）か
ら、障害のある入学志願者が出願しやすいよう、希望者に対し、出願前に受験上の配
慮の内容を通知するとともに、高等学校及び大学関係者に対して、文部科学省や大学
入試センターが主催する会議において配慮の取組について周知。

3-(3)-3 障害のある学生の能力・適性，学習の成果等を適
切に評価するため，大学等の入試や単位認定等の
試験における適切な配慮の実施を促進する。

文部科学省 ○大学入試センター試験や各大学の個別試験において、点字・拡大文字による出題、
筆跡を触って確認できるレーズライターによる解答、チェック解答、試験時間の延
長、代筆解答の受験上の配慮を実施。大学入試センター試験については、大学入試セ
ンターホームページにおいて、受験上の配慮決定者数を、障害等の区分別・配慮事項
別に公開している。
（参考）平成26年度大学入試センター試験（平成26年1月実施）においては、合計
2,416人について受験上の配慮を行うことを決定している。

○各大学の平成２５年度入学者選抜において、何らかの特別措置を実施した大学等の
延べ数は1,011校。
（参考）平成２５年度から調査開始。平成２６年度は延べ1,060校。

（３）
高等教
育にお
ける支
援の推
進
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
3-(3)-4 入試における配慮の内容，施設のバリアフリー化

の状況，学生に対する支援内容・支援体制，障害
のある学生の受入れ実績等に関する各大学等の情
報公開を促進する。

文部科学省 ○「障がいのある学生の修学支援に関する検討会」の「第一次まとめ」（平成２４年
１２月）で、短期的課題として整理した、各大学等における情報公開の促進につい
て、独立行政法人日本学生支援機構や、各大学等が主催するセミナー、会議等を通じ
て周知・啓発を行うとともに、各大学の取組を促している。

○平成２５年５月1日現在、ＨＰで障害学生の修学支援情報の公開を実施している大
学等の数は136校（全体1,190校）で、平成２４年の同時期の113校から増加。
（参考）平成２６年同時期は218校

3-(3)-5 各大学等における相談窓口の統一や支援担当部署
の設置など，支援体制の整備を促進するととも
に，障害のある学生への修学支援に関する先進的
な取組を行う大学等を支援し，大学等間や地域の
地方公共団体，高校及び特別支援学校等とのネッ
トワーク形成を促進する。

文部科学省 ○「障がいのある学生の修学支援に関する検討会」の「第一次まとめ」（平成２４年
１２月）において、短期的課題として整理した、各大学等における相談窓口の統一や
支援担当部署設置等の支援体制の整備の促進について、独立行政法人日本学生支援機
構や、各大学等が主催するセミナー、会議等を通じて周知・啓発を行うとともに、各
大学の取組を促している。

○また、同機構において、全国の大学等からの支援方法等の相談に対応するため「障
害学生修学支援ネットワーク」を形成。

3-(3)-6 障害のある学生の支援について理解促進・普及啓
発を行うため，その基礎となる調査研究や様々な
機会を通じた情報提供，教職員に対する研修等の
充実を図る。

文部科学省 ○独立行政法人日本学生支援機構において、障害のある学生の修学支援に関する実態
調査を実施するとともに、大学等において障害のある学生支援を担当する教職員を対
象としたセミナーやワークショップを開催。

35


